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１．政府全体のＩＣＴの研究開発について
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「新成長戦略」実行による「強い経済」、「強い財政」、「強い社会保障」の一体的実現
●「第三の道」（経済社会が抱える課題の解決を新たな需要や雇用創出のきっかけとし、成長につなげようとする政策）による建て直し
●「強い経済」の実現

第２章
（基本方針）

第１章
（新成長戦略）

第３章
（７つの戦略
分野の基本
方針と目標と
する成果）

（３）アジア経済戦略

【2020年までの目標】
- 新規市場50兆円超、新規雇用140万人
- 日本の技術で世界の温室効果ガス13億トン

以上削減 等

【2020年までの目標】
- 需要に見合った産業育成と雇用の創出
- 新規市場約50兆円､新規雇用約284万人 等

【2020年までの目標】
- アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）の構築
- ヒト・モノ・カネの流れ倍増 等

強みを活かす成長分野 フロンティアの開拓による成長 成長を支えるプラットフォーム

（１）グリーンイノベーションによる
環境・エネルギー大国戦略

（２）ライフ・イノベーションによる
健康大国戦略

（４）観光立国・地域活性化戦略

【 2020年までの目標】
- 訪日外国人2,500万人（将来的には

3,000万人）、経済波及効果約10兆円、
新規雇用56万人

- 食料自給率50％､農産物等輸出1兆円
（2017年まで） 等

（５）科学・技術・情報通信立国戦略

【2020年までの目標】
- 官民の研究開発投資GDP比４％以上
- 情報通信技術の利活用による国民生活・

国際競争力向上 等

（６）雇用・人材戦略

【2020年までの目標】
- 20～64歳の就業率80% 等

（７）金融戦略

【 2020年までの目標】
- 官民総動員による成長マネーの供給 等

●「新しい成長」・・・官民挙げた「強い経済」の実現により、早期に３％台の失業率を実現
新しい成長、新しい環境政策、新しい公共を一体的に推進するための基盤を構築

●「新成長戦略」の政策実現の確保・・・
（１）成長戦略実行計画（工程表）の提示 （２）予算編成や税制改革の優先順位付け （３）施策執行の進捗管理

第４章
（新しい成長と「新
成長戦略」の政策
実現の確保）

－ 経済・財政・社会保障の一体的建て直し －
●日本経済の成長力と政策対応の基本的考え方
●マクロ経済運営を中心とする経済財政運営の基本方針

●「新成長戦略」のマクロ経済目標
●政策の優先順位の判断基準（予算編成における評価基準）

≪21世紀の日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト≫
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「新成長戦略」（2010年6月閣議決定）の概要



 政府・提供者が主導する社会から納税者・消費者である国民が主導する社会への転換を図り、「知識情報社会」を実現。

 今回の戦略は、過去の戦略の延長線上にあるのではなく、新たな国民主権の社会を確立するための重点戦略（３本柱）に
絞り込んだ戦略。これは、別途策定される新成長戦略と相まって、我が国の持続的成長を支えるべきもの。

Ⅰ．基本認識

Ⅱ．３つの柱と目標

１．国民本位の
電子行政の実現

戦 略 の 全 体 構 成

２．地域の絆
の再生

３．新市場の創出と
国際展開

重点施策重点施策

■情報通信技術を活用した行政刷新
と見える化

■オープンガバメント等の確立

２０１３年までに国民が監視・
コントロールできる電子行政を実現 等

２０１５年頃を目途に
「光の道」を完成 等

２０2０年までに
約７０兆円の関連新市場を創出 等

重点施策重点施策

■医療分野、高齢者等、教育分野の
取組

■地域主権と地域の安心安全の確立
に向けた取組

重点施策重点施策

■環境技術と情報通信技術の融合に
よる低炭素社会の実現

■クラウドコンピューティングサー
ビスの競争力確保 等

Ⅲ．分野別戦略
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【具体的な研究開発等の取り組み】
・高齢者、障がい者等に優しいハード・ソフトの開発・普及
・ICT分野の環境負荷軽減に至る新技術の開発・標準化・普及等を推進
・我が国が強みを持つICT関連の研究開発を重点的に推進し、早期の市場投入を目指す。

「新たな情報通信技術戦略」（2010年5月ＩＴ戦略本部決定）の概要



高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部

企画委員会 （各府省副大臣・政務官で構成）

情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会

電子行政に関するタスクフォース

医療情報化に関するタスクフォース

ＩＴＳに関するタスクフォース

幹事会 （科学技術政策担当大臣、国家戦略室・
内閣府・総務省・経済産業省の副大臣・
政務官で構成）

本部長 ：内閣総理大臣

副本部長：科学技術政策担当大臣
内閣官房長官
総務大臣
経済産業大臣

本部員 ：国務大臣（本部長・副本部長を除く）
有識者

• 安西祐一郎 慶應義塾大学理工学部教授）
• 大坪 文雄 パナソニック(株)代表取締役社長
• 佐伯 昭雄 宮城県中小企業団体中央会会長
• 佐々木かをり (株)イーウーマン代表取締役社長
• 國領 二郎 慶應義塾大学 総合政策学部長
• 千葉 光行 前千葉県市川市長
• 三浦 惺 日本電信電話(株)代表取締役社長
• 村上 輝康 (株)野村総合研究所シニア・フェロー
• 安田 浩 東京電機大学教授、総合メディアセンター長
• 渡辺 捷昭 トヨタ自動車(株)代表取締役副会長

2001 2005 2010 2020

i-Ｊａｐａｎ戦略2015

(09年7月)

e-Japan戦略
(01年1月)

ブロードバンド
インフラの整備

e-Japan戦略Ⅱ
(03年7月)

ＩＴ利活用重視

ＩＴ新改革戦略
(06年1月)

ＩＴによる構造改革力
の追求

新たな情報通信技術戦略
（2010年5月）

● ３つの重点戦略
① 国民本位の電子行政の実現
② 地域の絆の再生
③ 新市場の創出と国際展開

政

権

交

代

ＩＣＴ戦略の
流れ

本年度中に、46項目の規制・制度について見直しの基本方針を策定

本年度中に電子行政推進の基本方針を策定

本年度中にシームレスな地域連携医療の具体的方針を策定

本年度中にグリーンITSに関するロードマップを策定
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（参考）高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部の概要



○ 我が国における今後５年間の科学技術に関する国家戦略として、科学技術基本法に基づき、平成８年度以降、５年
ごとに科学技術基本計画を策定。本年度は、第３期基本計画（平成１８～２２年度）の最終年度。

○ 平成２１年９月４日の総合科学技術会議において、内閣総理大臣より、「科学技術に関する基本政策について」諮問
されたことを受け、第４期基本計画策定に向けた調査・検討を開始。

○ 第９３回（昨年１０月２２日）第９４回（同１２月１０日）の総合科学技術会議（両方とも片山総務大臣ご出席）において
基本計画の検討状況が報告され、１２月１５日の同会議の基本政策専門調査会において最終案が決定。

○ 第９５回総合科学技術会議（同１２月２４日）において「科学技術に関する基本政策について」 が決定され、総理へ

答申。本答申を踏まえて「科学技術基本計画」として本年３月中に閣議決定の予定。

第94回
（12/10）

第93回
（10/22）

（参考）第４期科学技術基本計画の策定に向けたスケジュール

第95回
（12/24）

本答申を踏まえて「科学技術
基本計画」として本年３月中に
閣議決定の予定。

答申案の決定
→総理へ答申
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次期の科学技術基本計画について
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「科学技術に関する基本政策について」（総合科学技術会議答申（H22.12.24））の概要



「総務省アクションプラン２０１１
－２０１１年度 総務省重点施策－」（本年８月）の項目

基本計画案での反映状況

１．「光の道」１００％の実現
・「光の道」整備に関する支援の実施
・「光の道」推進関連法制度の整備

－ （注）
－

２．地上デジタル放送への確実な完全移行
・アナログ放送終了（２０１１年７月）に向けた最終体制の整備等
・低所得世帯への地デジチューナー等の支援

－
－

３．「日本×ＩＣＴ」戦略による３％成長の実現
・フューチャースクール推進事業の大幅拡充による「協働教育」の推進

・地域の「つながり力」を高める利用者本位のＩＣＴ利活用の促進

“ⅲ）国民生活の豊かさの向上

人々の生活における真の豊かさの実現に向けて、最新の情報通信技術等の科
学技術を活用した教育、福祉、医療・介護、行政、観光など、公共、民間のサービ
スの改善・充実、人々のつながりの充実・深化など、科学技術による生活の質と豊
かさの向上に資する取組を推進する。”

・医療・健康情報連携基盤の構築、高齢者・チャレンジド・育児／

介護従事者向けサービスの開発等

“ⅳ）高齢者、障害者、患者の生活の質（ＱＯＬ）の向上

高齢者や障害者のＱＯＬの向上や介護者の負担軽減を図るため、生活支援ロ
ボットやブレインマシンインターフェース（ＢＭＩ）機器、高齢者用のパーソナルモビリ
ティなど、高齢者や障害者の身体機能を代償する技術、自立支援や生活支援を行
う技術、高度なコミュニケーション支援に関する技術、さらには介護者を支援する
技術に関して、安全性評価手法の確立も含めた研究開発を推進する。”

・電波利用ニーズの急速な拡大・多様化に対応した電波利用料制度
の見直し

－

・ホワイトスペース等新たな電波の有効利用の促進 “ⅱ）我が国の強みを活かした新たな産業基盤の創出

さらに、新産業の創出とともに、経済社会システム全体の効率化を目指し、次世
代の情報通信ネットワークの構築、信頼性の高いクラウドコンピューティングの実
現に向けた情報通信技術に関する研究開発を推進し、これらの幅広い領域での利
用、活用を促進する。”

（注）制度整備や地デジ推進等の科学技術分野と異なる施策は基本計画には掲載されない。
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（参考）「科学技術に関する基本政策について」（総合科学技術会議答申（H22.12.24））
におけるICT関連記述①



「総務省アクションプラン２０１１
－２０１１年度 総務省重点施策－」（本年８月）の項目

基本計画案での反映状況

・スマートクラウド戦略の推進 “ⅱ）我が国の強みを活かした新たな産業基盤の創出

さらに、新産業の創出とともに、経済社会システム全体の効率化を目指し、次世代
の情報通信ネットワークの構築、信頼性の高いクラウドコンピューティングの実現に
向けた情報通信技術に関する研究開発を推進し、これらの幅広い領域での利用、
活用を促進する。” 【再掲】

・ＩＣＴの利活用を阻む規制・制度の見直し －

・安心・安全なネット環境の整備 “ⅰ）国家安全保障・基幹技術の強化

・・・（中略）・・・世界最高水準のハイパフォーマンスコンピューティング技術、地理
空間情報に関する技術、情報セキュリティに関する技術の研究開発を推進する。”

４．ＩＣＴ産業の国際競争力の強化
・日本発ＩＣＴの海外展開の推進 －

・アジアユビキタスシティ構想の推進 －

・「グローバルコンソーシアム」の組成 －

・新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の構築 “ⅱ）我が国の強みを活かした新たな産業基盤の創出

さらに、新産業の創出とともに、経済社会システム全体の効率化を目指し、次世代の
情報通信ネットワークの構築、信頼性の高いクラウドコンピューティングの実現に向けた
情報通信技術に関する研究開発を推進し、これらの幅広い領域での利用、活用を促進
する。” 【再掲】

・グローバル展開を視野に入れた研究開発・標準化等の推進 “④ 知的財産戦略及び国際標準化戦略の推進

国は、産学官連携の下、国際標準化機構（ＩＳＯ）、国際電気通信連合（ＩＴＵ）、国際電
気標準会議（ＩＥＣ）等の標準化機関に対し、国際標準に関する提案を積極的に進めると
ともに、・・・・”

・デジタルコンテンツのグローバル展開・ネットワーク流通の促進 －

５．グリーンＩＣＴの推進
・ＩＣＴパワーによるＣＯ２排出量１０％以上の削減を実現する観点から、

ＩＣＴによるグリーンイノベーションを推進

“ⅱ）エネルギー利用の高効率化及びスマート化

情報通信技術は、エネルギーの供給、利用や社会インフラの低炭素化を進める上で
不可欠な基盤的技術であり、次世代の情報通信ネットワークに関する研究開発、情報
通信機器やシステム構成機器の一層の省エネルギー化、ネットワークシステム全体の
最適制御に関する技術開発を進める。” 9

（参考）「科学技術に関する基本政策について」（総合科学技術会議答申（H22.12.24））
におけるICT関連記述②



宇宙開発戦略本部

宇宙開発戦略専門調査会 準天頂衛星に関するプロジェクトチーム
（政務官ＰＴ）

○本部長 ：内閣総理大臣
○副本部長：内閣官房長官、宇宙開発担当大臣
○本部員 ：上記以外のすべての国務大臣
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宇宙開発戦略本部の概要

安西 祐一郎 慶應義塾学事顧問、元慶應義塾長

上 杉 邦 憲
無人宇宙実験システム研究開発機構顧問、
宇宙航空研究開発機構名誉教授

葛 西 敬 之
（ 座 長 ）

東海旅客鉄道株式会社代表取締役会長

川 本 裕 子 早稲田大学大学院ファイナンス研究科教授

小 宮 山 宏
株式会社三菱総合研究所理事長、
元東京大学総長

田 中 明 彦 東京大学大学院情報学環・東洋文化研究所教授

佃 和 夫
社団法人日本航空宇宙工業会会長、
三菱重工業株式会社取締役会長

中須賀 真一 東京大学大学院工学系研究科教授

中 西 寛 京都大学大学院法学研究科教授

松 井 孝 典
千葉工業大学惑星探査研究センター所長、
東京大学名誉教授

松 本 紘 京都大学総長

向 井 千 秋
宇宙飛行士、
宇宙航空研究開発機構宇宙医学生物学研究室長

薬師寺 泰蔵
慶應義塾大学名誉教授、
元総合科学技術会議常勤議員

渡 辺 捷 昭 トヨタ自動車株式会社取締役副会長

宇宙開発戦略本部令に基づき設置。
宇宙基本計画、宇宙開発利用体制等について検討

準天頂衛星開発利用検討ワーキンググループ

リモートセンシング政策検討ワーキンググループ

リモートセンシングの総合的試作の推進に向けた
専門的な調査検討

我が国測位衛星システムの、利用の在り方を含めた
事業計画策定に係る専門的な調査検討

座 長 内閣府大臣政務官（宇宙開発担当）
委 員 内閣府大臣政務官（防災担当）

総務大臣政務官
文部科学大臣政務官
農林水産大臣政務官
経済産業大臣政務官
国土交通大臣政務官
防衛大臣政務官
警察庁次長

準天頂衛星の開発及び利用に関する
重要事項の検討



２．総務省における研究開発について



課題公募型
（競争的研究資金） 課題指定型

研究テーマも含めて公募
を行い、研究を委託

あらかじめ研究課題、
目標等を設定した上で、
研究を委託

企業・大学等

NICT自らによる
研究開発

運営費交付金
補助金等

委託研究競争的研究資金

独立行政法人

情報通信研究機構

総 務 省
Ministry of Internal Affairs
and Communications

外部で実施することが
効率的・効果的な課題
について研究を委託

研究テーマも含めて公募
を行い、研究を委託

委託研究

【総務省の役割】（総務省設置法（平成十一年七月十六日法律第九十一号）より）
● 情報の電磁的流通の規律及び振興に関すること。
● 電波の利用の促進に関すること。
● 情報の電磁的流通及び電波の利用に関する技術の研究及び開発に関すること。
● 宇宙の開発に関する大規模な技術開発であって、情報の電磁的流通及び電波の利用に係るものに関すること。
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総務省における情報通信分野の研究開発制度



「ＩＣＴ維新ビジョン2.0」（本年５月）に基づき、利用者本位のＩＣＴ利活用による持続的経済成長を実現するとともに、国民の暮

らしの安全・安心を確保する観点から、「光の道」１００％の実現、地上デジタル放送への確実な完全移行、「日本×ＩＣＴ」戦略

による３％成長の実現、ＩＣＴ産業の国際競争力の強化、グリーンＩＣＴの推進を通じ、政府の「新成長戦略」（本年６月１８日閣議

決定）が目指す「強い経済」を実現する。

基本的考え方

予算額

平成２３年度
予定額

平成２２年度
当初予算額

総額 ５３５．４ ６０９．９

情報通信分野
５３０．８ ６０４．０

消防防災分野（消防庁）
４．６ ６．０

（億円）
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総務省の平成２３年度予算案概要



JGN 2plusのネットワーク

【NICTの運営費交付金（再掲）】

【一部はNICTの運営費交付金（再掲）】

【NICTの運営費交付金（再掲）】
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総務省の「情報通信関係研究開発・実証実験・調査研究」
（※）に対する事業仕分け評決結果・とりまとめコメント

（平成２１年１１月１３日）

＜評決結果＞
予算要求の縮減（１／３程度の縮減）

＜とりまとめコメント＞
• 本事業については、廃止が１名、予算要求の縮

減が１１名となった。
• 予算要求の縮減とした１１名の内訳は、半額が

２名、1/3 程度を縮減が５名、その他が４名であ
り、その他の意見も含めて、1/3 程度の縮減と

いう意見に集約できると思われる。
• また、民間企業にも相当の負担を求めるべきと

の意見も多かった。
• よって、当ワーキングとしては、「予算要求の1/3 

程度を縮減」を結論とする。

平成２２年度予算への反映状況（総務省）

予算額を11.1億円縮減。

民間に一定の支出を求めるべき等の事業仕
分けにおける指摘を踏まえ、技術標準の策定
等を目的とした研究開発・実証実験や調査研
究等を除き、民間に一定の負担（1/3程度）を
求めることとするとともに、事業内容の見直し
を行い、予算額の縮減・効率化を図った。

行政刷新会議は、平成21年11月の9日間、国の449事業を対象として「事業仕分け」を実施。公開の場において、外部
の視点も入れながら、それぞれの事業ごとに要否等を議論し判定するものであり、総務省が行う「情報通信関係研究
開発・実証実験・調査研究」についても仕分けの対象となった。

※ 平成２２年度概算要求における計６１事業、１８７億円が対象。
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行政刷新会議「事業仕分け」の結果と対応



知的財産戦略本部ＩＴ戦略本部 スマートコミュニティ・アライアンス

情報通信審議会 ＩＣＴ国際標準化推進会議

＜総合的な標準化政策の検討＞ ＜グローバルな展開＞ ＜具体的な標準化活動＞

【ＩＴＵへの対応】

Ｉ
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Ｕ

部

会

関

連

委

員

会

・中長期戦略検討
・標準化活動の検討

【総合的な標準化政策の検討】
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ＩＣＴグローバル展開の
在り方に関する懇談会

※スマートグリッド関連会合については、スマートコミュニティ・アライアンスにおいて、標準化案の集約を行う。16

情報通信分野における標準化の検討体制



ＩＣＴグローバル展開の在り方に関する懇談会の開催について

２０１１年１月～２０１１年６月（必要に応じて中間取りまとめを行う）

■ 我が国は少子高齢化が急速に進展する中、国内市場が今後縮退していくと見込まれるため、グローバル市場の成長を
取り込んだＩＣＴ産業への転換を図っていくことが求められる。日本の優れたＩＣＴをグローバル展開するための具体的な施
策展開を検討していく観点から、総務副大臣（情報通信担当）主宰の懇談会を開催する。

開催目的

開催期間

（１）ＩＣＴグローバル展開に向けた国の役割

（２）グローバル展開可能なＩＣＴプロジェクトの案件形成の在り方

（３）上記と関連した標準化戦略の推進策

（４）ＩＣＴプロジェクトのファイナンスの在り方

（５）ＩＣＴプロジェクトのグローバル展開の推進体制の在り方

（６）個別プロジェクトの進捗管理などプロジェクト推進のＰＤＣＡの在り方

主な検討事項

■座長：岡 素之住友商事㈱代表取締役会長

企業・有識者等合計１７名で構成

メンバー
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村井 純 慶應義塾大学環境情報学部 教授（検討チーム構成員）

磯部 悦男 (株) 三菱総合研究所 常務執行役員 ソリューション部門長

大澤 善雄 住友商事（株）代表取締役 常務執行役員ﾒﾃﾞｨｱ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ事業部門長

冲中 秀夫 KDDI(株) 執行役員 技術統括本部 技術渉外本部長

篠原 弘道 日本電信電話(株) 取締役研究企画部門長

國尾 武光 日本電気(株) 執行役員常務

久保田 啓一 日本放送協会放送技術研究所 所長

福田 俊男 (社)日本民間放送連盟 専務理事

宮部 義幸 パナソニック（株） 役員ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｯﾄﾜｰｸ･ｿﾌﾄｳｪｱ技術担当

弓削 哲也 ソフトバンクテレコム(株) 専務取締役技術統括

※事務局は（株）三菱総合研究所が担当

政策決定プラットフォーム

過去の競争政策の
レビュー部会

電気通信市場の環
境変化への対応検

討部会

「光の道」
ワーキンググ

ループ

脳とＩＣＴに関する
懇談会

環境問題対応
ワーキンググループ

遠隔医療等推進
ワーキンググループ

電子政府推進対応
ワーキンググループ

検討チーム

コンテンツ振興
検討チーム

国際標準化戦略
に関する検討

チーム

地球的課題検討部会
国際競争力強化

検討部会

ワイヤレスブロード
バンド実現のため
の周波数検討ワー
キンググループ

構成員

１．背景・目的

「グローバル時代における ICT政策に関するタスク
フォース・国際競争力強化検討部会・国際標準化検討
チーム」（以下「ICTタスクフォース」という。）の提言
（2010年12月14日）（＊1）を受け、標準化重点5分野（＊

2）に関わる標準化の進め方等の検討を進める。

※1 第4回政策決定プラットフォーム 岡座長代理発言（関連部分）

標準化戦略に関しては、国際標準化戦略に関する検討チームで
ご検討を頂いた、３Ｄやスマートグリッド等、製品やサービスに
近い分野は、まずは民間において、国際標準化検討チームの体制
を活かして、実行組織を立ち上げていくべきと思う。

※2 上記検討チームにおいて、標準化の重点分野として指摘された例
３Ｄテレビ、クラウドサービス、次世代ブラウザ、
デジタルサイネージ、スマートグリッド

２．検討項目

(1) タスクフォースで提言された5分野等について
① フォーラム標準化団体の動向等、情報共有

② 標準化活動を実施していく際の、対応方針等の検討

(2) 関係企業間で連携して推進すべき、新たなフォーラム標準
分野等の検討及び提案

３．スケジュール等

平成23年1月31日（月）設立。

【参考】政策決定プラットフォームの検討体制
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「ＩＣＴ国際標準化推進会議」について



「宇宙基本法」に基づき設置（平成20年8月）

構成員 本部長 内閣総理大臣
副本部長 内閣官房長官、宇宙開発担当大臣
本部員 上記以外の全ての閣僚

内閣官房宇宙開発戦略本部 宇宙関係府省庁

総務省文部科学省 経済産業省 国土交通省

情報通信研究機構
（NICT）

＜利用府省庁＞
内閣府 警察庁
外務省 農林水産省
国土交通省 気象庁
環境省 防衛省 等

＜開発４省＞＜開発４省＞

宇宙航空研究開発機構
（JAXA）

宇宙分野における情報通信技術の研究開発について

「宇宙分野における重点施策」 （宇宙開発戦略本部決定：平成22年5月25日）を踏まえた研究開発

【我が国の宇宙利用の海外展開】
○ 地上インフラ整備の進んでいない国々においては、情報通信などにおける宇宙の利用は、効果的・効率的
○ 地球観測や情報通信などの需要の見込める分野におけるニーズを踏まえた研究開発の推進

高度衛星通信技術に関する研究開発

超高速インターネット衛星「きずな」を利用し
た国際共同実験を行うとともに、軌道上空間
に展開される宇宙基盤ネットワークを広く利
活用し、将来にわたり高度な宇宙ネットワー
ク機能を実現するための研究開発を行う。

東南アジア向け
固定アンテナ

アジア・太平洋向け
可変アンテナ

国内及び近隣国向け
固定アンテナ

準天頂衛星初号機「みちびき」による高精
度時刻比較技術の研究開発・技術実証を、
関係府省及び関係機関と連携して実施する。

準天頂衛星システムの研究開発 地上／衛星共用携帯電話システムの研究開発

日常的に用いる携帯端末で衛星と直接通
信可能な通信技術、地上の携帯電話システ
ムと衛星システムとの協調技術等の研究開
発を実施する。

携帯端末

衛星

地上
局

光空間通信技術の研究開発

観測システムにおいて増大する通信需要に
応えるために、電波よりも大容量の通信が
可能となる光空間伝送技術を確立する。

日本が衛星に
よる通信環境を
提供
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（参考資料）



○ 官民あわせた科学技術の研究費（対ＧＤＰ比）については、日本は世界のトップレベルの投資を維持。（左図）

○ 他方、政府負担による研究費（同）は、対ＧＤＰ比で約０．７％の低水準の横ばいで推移している状態。（右図）

出典：科学技術要覧 平成22年版

主要国等の政府負担研究費対国内総生産（GDP）比の推移主要国等の研究費対国内総生産（GDP）比の推移

日本

日本
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主要国等の研究費対国内総生産（GDP）比の推移



○ 出願人の国籍別の特許登録件数は、日本は世界のトップレベルを維持。

主要国等の特許登録件数の推移

日本

出典：科学技術要覧 平成22年版

中国
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主要国等の特許登録件数の推移
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平成2１年度の民間企業の研究費支出割合

基礎研究

応用研究

開発研究

○ 欧米や韓国においては政府によるICT分野の研究開発支援を強化。比例して予算額も増加。

○ 他方、我が国のICT分野の政府の研究開発予算は横ばい。

○ また、我が国の民間企業は研究開発費を削減（基礎研究よりも開発研究を重視）の傾向。

年予算額（百万ドル） 年予算額（百万ユーロ）米国 欧州

民間は基礎研究より開発研究を重視

欧州連合の研究支援プログラムであるフレーム
ワーク計画（ＦＰ）における情報通信分野予算省庁横断プログラム（NITRD）予算

（科学技術研究調査 総務省）

民間は研究開発投資を縮小傾向

諸外国のICT分野の研究開発政府予算額

ＮＴＴ／ＮＨＫの研究開発費の減少

▲29%

総務省の科学技術関係予算の推移

年率約10%増 全分野の約3割
が情報通信

（億円）

▲9%
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企業の2010年度研究開発費計画
企業 研究開発費 前年度比

パナソニック ５５００億円 ▲15.3％

ソニー ４３２０億円 ▲13.1％

日立製作所 ３７２５億円 ▲10.6％

東芝 ３２３２億円 ▲14.6％

ＮＥＣ ３４６５億円※ ▲19.2％※

※ 2009年度の金額及び対前年度比

（各社の財務諸表より）
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（予定）総務省の科学技術関係経費（ＩＣＴの研究開発予算等）

うち総務本省の予算（ＮＩＣＴ交付金等を除く。） ※補正予算は含まず。
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ＩＣＴ分野の研究開発投資の状況

（ＮＴＴグループ） （ＮＨＫ）
2009年度 2,781億円 86 億円

2001年度 3,909億円 94億円



平成２１年度の研究費のうち、特定の目的（※
１）のために使用した研究費（※２）に着目する
と、ライフサイエンス分野の2兆7054億円（研究
費全体に占める割合１５．７％）に次いで、情報
通信分野が2兆６７６１億円（同１５．５％）となっ
ており、我が国の研究費に占める情報通信分
野の割合は大きい。

しかし、対前年度（平成20年度→平成21年度）
の増減を比較すると、情報通信分野は１１．５％
の減となっており、他の分野と比較して減少幅
が特に大きい。平成１９年度→平成２０年度の
▲４．０％から減少幅は悪化している。

※１ 第2期科学技術基本計画(H13.3.30）及び第3期科学技

術基本計画での重点推進分野を踏まえた分類。

（平成22年科学技術研究調査（総務省統計局）より）

※２ 「研究」とは、事物・機能・現象等について新しい知
識を得るために，又は既存の知識の新しい活用の道を開く
ために行われる創造的な努力及び探求をいう。ただし，企
業等及び非営利団体・公的機関の場合は，「製品及び生
産・製造工程等に関する開発や技術的改善を図るために行
われる活動」も研究業務としている。（統計局の「用語の
解説 」より） 24

我が国における情報通信分野の「研究費」の動向



産業別の研究費の対前年度比を比較すると、情報通
信業（通信業、放送業、情報サービス業、インターネット
附随、その他）の研究費は▲１０．８％、情報通信機械
器具製造業は▲１７．３％、電子部品・デバイス・電子回
路製造業は▲１５．５％となっており、ICT関係産業の研
究費は、総じて大きな落ち込みとなっている。

（平成22年科学技術研究調査（総務省統計局）より）
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我が国における「産業別の研究費」の動向



情報通信業、情報通信機械器具製造業、電子部
品・デバイス・電子回路製造業の研究費全体が減少ト
レンドにあるなか、基礎研究も同様に減少している。
（ただし、基礎・応用・開発の構成比はほぼ一定。）

（平成20年～平成22年の科学技術研究調査（総務省統計局）より）
【基礎研究】
特別な応用，用途を直接に考慮することなく，仮説や理論を形成するため，又は現象や観
察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われる理論的又は実験的研究をいう。
【応用研究】
基礎研究によって発見された知識を利用して，特定の目標を定めて実用化の可能性を確か
める研究や，既に実用化されている方法に関して，新たな応用方法を探索する研究をいう。
【開発研究】
基礎研究，応用研究及び実際の経験から得た知識の利用であり，新しい材料，装置，製品，
システム，工程等の導入又は既存のこれらのものの改良をねらいとする研究をいう。

平成１９年度

平成２０年度

研究費（億円） 構成比（％）

総 額 基礎研究 応用研究 開発研究 基礎研究 応用研究 開発研究

全産業 119,518 8,006 24,526 86,987 6.7 20.5 72.8

電子部品・デバイス・電子回路製造業 6,783 469 1,510 4,804 6.9 22.3 70.8

情報通信機械器具製造業 17,635 902 3,115 13,619 5.1 17.7 77.2

情報通信業（通信業、放送業、情報サー
ビス業、インターネット附随、その他）

5,228 459 743 4,026 8.8 14.2 77.0

平成２１年度

研究費（億円） 構成比（％）

総 額 基礎研究 応用研究 開発研究 基礎研究 応用研究 開発研究

全産業 137,936 8,791 27,738 101,407 6.4 20.1 73.5

電子部品・デバイス・電子回路製造業 8,360 576 1,760 6,024 6.9 21.1 72.1

情報通信機械器具製造業 23,088 920 4,026 18,143 4.0 17.4 78.6

情報通信業（通信業、放送業、情報サー
ビス業、インターネット附随、その他）

4,884 513 776 3,596 10.5 15.9 73.6

研究費（億円） 構成比（％）

総 額 基礎研究 応用研究 開発研究 基礎研究 応用研究 開発研究

全産業 135,920 8,669 27,142 100,110 6.4 20.0 73.7

電子部品・デバイス・電子回路製造業 7,968 571 1,747 5,650 7.2 21.9 70.9

情報通信機械器具製造業 21,301 1,067 3,719 16,515 5.0 17.5 77.5

情報通信業（通信業、放送業、情報サー
ビス業、インターネット附随、その他）

5,868 497 1,353 4,018 8.5 23.1 68.5

26

我が国における「性格別の研究費」の動向



産業別の研究者数（※）の対前年度比を比較すると、
情報通信機械器具製造業とインターネット附随・その他
の情報通信業の研究者が減少している。

（平成22年科学技術研究調査（総務省統計局）より）

※ 「研究者」とは、大学（短期大学を除く。）の課程を修了
した者（又はこれと同等以上の専門的知識を有する者）で，
特定の研究テーマをもって研究を行っている者をいい、研究
補助者，技能者及び研究事務その他の関係者は含まれない。
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我が国における「産業別の研究者数」の動向


